
特定事業主行動計画「山梨県職員子育て支援プログラム」数値目標実績 

（平成２９年度実績） 

 

 

１ 数値目標の実績について 

 

 

 

 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

男性職員作成率 １８．０％ ８１．２％ １００％ ９７．３％ 

女性職員作成率 ７８．５％ ８５．４％ ９７．１％ ９１．７％ 

全体 作成率 ３５．０％ ８２．５％ ９９．１％ ９５．４％ 

 

 

 

 

 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

取得率 ９１．６％ ９７．６％ ９５．９％ １００％ 

 

 

 

 

 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

取得率 ４３．１％ ６８．２％ ７５．３％ ９３．２％ 

※イクメン休暇は、子どもの出生時（産前産後８週間以内）において、配偶者出産休暇や男性職員の

育児参加休暇等の休暇の総称 

 

 

 

 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

取得者数 １人 ５人 ６人 ７人 

取得率 ０．３％ ５．９％ ８．２％ ９．６％ 

※取得率 ＝ 新規取得者数／新たに育児休業が取得可能となった男性職員 

※平成２６年度は、旧プログラム実績のため、取得者数／育児休業を取得することが可能な男性職員 

 

 

 

目標１  子育て支援計画表の作成率  １００％ 

目標２  男性職員が配偶者の出産直後に休暇を取得する割合  １００％ 

目標３  イクメン休暇を５日以上取得する男性職員の割合  ８０％ 

目標４  育児休業等を取得する男性職員の割合  １３％ 



 

 

 

 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

取得日数 １１．１日 １１．２日 １１．３日 １３．３日 

※総務省「勤務状況等調査」の結果数値を引用 

 

 

 

 

 Ｈ２７ Ｈ２8 Ｈ２９ 

上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 

実施率 88.7％ 89.9％ 91.0％ 91.1％ 96.3％ 95.9％ 

 

 

２ 平成２９年度の主な取組状況 

（１）子育て支援プログラムの推進体制 

①子育て相談員と子育て支援推進員の配置 

○ 職員からの子育てに関する相談を受けて支援するほか、休暇制度等の周知、子育て

に関する経験や知識を有する者を子育て相談員として各所属に配置し、各部局には、

幹事課の総括課長補佐を子育て支援推進員として配置した。 

 

②「子育てサポーター」の配置 

○ 子育てに関する知識や自らの経験を活かし、職員からの子育てに関する相談に応じ

た。特に、男性職員の育児休業取得者にも協力を呼びかけ、５名登録した。 

※平成２９年度 子育てサポーター１２人 

 

 

（２）制度等の周知 

○ 育児休業や子育てに関する休暇など子育てに関する各種制度について分かりやす

くまとめた「子育てハンドブック」及び「男性職員用子育てハンドブック」を引き続

き職員ポータルに掲載し、制度の周知を図った。 

○ 各所属にて職場研修などを実施させ、母性保護や育児休業、子育てに関する休暇な

どの子育てに関する制度について周知を図るとともに、「仕事と子育ての両立」につ

いて啓発を行うよう周知を図った。 

○ 「子育て支援通信」を定期的に職員ポータルに掲載し、各種制度などの情報提供行

った。 

 

目標５  職員一人あたりの年次有給休暇の取得日数  １３日 

目標６  完全定時退庁日の実施率  １００％ 



（３）子育て職員への支援 

①子育て支援計画表の作成 

○ 所属長が、子育て相談員と連携しながら、親となる職員と相談し、取得する休暇や

育児休業等の取得時期を明確にすることで、計画的に取得できるよう、子育て支援計

画表を必ず作成することを呼びかけた。 

 

②育児休業中の職員を対象に研修会の開催（年２回開催） 

（１回目） 

日  時  平成２９年１０月４日（水） １３：３０～ 

内  容  ①県の施策に係る講演「ワーク・ライフ・バランス推進に係る取組につい

て」（ワーク・ライフ・バランス推進室） 

②育児休業経験職員からの講演・意見交換（育休経験者２名） 

出席者数  ２８名 

 

（２回目） 

日  時  平成３０年１月２２日（月） １３：３０～ 

内  容  業務システム操作研修（財務システム、ｉｎｅｔシステム） 

出席者数  １５名 

 

③育児休業から復帰した職員を対象とした研修の実施 

○ 職務復帰してから半年以内の職員を対象として、育児休業からの復帰にあたっての

心構えや、仕事と子育ての両立に関する様々な手法を学ぶ研修を実施した。 

（１回目）  平成２９年 ７月 ３日（月） 

（２回目）  平成３０年 １月１６日（火） ※いずれも職員研修所研修として実施 

 

④男性職員の子育て目的の休暇や育児休業等の取得促進 

○男性職員のイクメン休暇の取得促進 

父親となる職員に対し、子どもの出生時（産前産後８週間以内）において、配偶者

出産休暇や男性職員の育児参加休暇等の休暇「イクメン休暇」を必ず５日以上取得す

るよう働きかけた。 

○ イクメン退庁日の実施 

毎月１９日を「育児・家庭の日」とし、子育て中の男性職員のうち３歳未満の子ど

もを養育する男性職員について、同日を「イクメン退庁日」と位置づけ、子育てや配

偶者の支援を行うよう定時退庁を呼びかけた。 

 

 

 

 



（４）仕事と子育ての両立の一層の推進 

 ①イクボス宣言の実施 

○ 知事、副知事及び部局長が、「仕事と生活の“こぴっと”両立宣言（山梨県版イク

ボス宣言）」を行い、仕事と生活の調和を図り、誰もが働きやすい職場環境づくりの

推進を図った。 

 

 ②ワーク・ライフ・バランスの推進 

  ○ 知事、副知事及び部局長が行った「仕事の生活の“こぴっと”両立宣言」を受け、

各所属長がマネジメントプランである「仕事と生活の“こぴっと”両立プラン」を作

成し、業務量削減、年休取得促進や完全定時退庁日の１００％実施などを数値目標に

掲げ、ワーク・ライフ・バランスの実現に資する効率的な業務運営や働きやすい職場

環境づくりを推進した。 

  ○ ワーク・ライフ・バランス推進室を設置し、庁内向けにワーク・ライフ・バランス

推進の啓発活動を実施した。 

 

③時間外勤務等の縮減、適正化の取組の推進 

○ 適正な時間外勤務命令を徹底した。 

○ 数値目標に掲げる完全定時退庁日（月２回）の実施を徹底した。 

○ 毎月１９日を「育児・家庭の日」とし、定時退庁の意識向上を図った。 

 

④年次有給休暇取得の促進 

○ 年次有給休暇の取得計画表を作成し、計画的な休暇の取得促進を図った。 

○ 子ども等の学校行事、家族の記念日、その他イベント・行事などを対象とした「教

育年休」「家族年休」「イベント年休」の積極的な活用を促し、職場全体で年次有給休

暇が取得しやすい職場環境づくりにも努めるよう周知を図った。 

 

 

（５）その他の取組 

○ 職員が自分の子どもとふれあう機会を充実させるため、親の働いているところや県

庁施設を見学する「子ども参観日」を実施した。 

 

日  時  平成２９年８月１８日（金） 

参加者数  ２７名 

※本庁に勤務する職員の子ども（小～中学校）を対象に実施 

 

 

 

 


